
回答者数 回答拒否 無回答者 回答割合 送付者数
当選者
回答数

当選者数
当選者
回答率

民主党 26 2 76 25.0% 104 15 44 34.1%
自民党 4 0 76 5.0% 80 3 51 5.9%
公明党 6 0 5 54.5% 11 4 8 50.0%
共産党 59 0 5 92.2% 64 2 3 66.7%
国民新党 1 0 8 11.1% 9 0 0 #DIV/0!
新党改革 1 0 10 9.1% 11 0 1 0.0%
社民党 8 0 2 80.0% 10 0 2 0.0%
たちあがれ日本 2 0 9 18.2% 11 1 1 100.0%
みんなの党 5 1 34 12.5% 40 1 8 12.5%
幸福実現党 0 0 22 0.0% 22 0 0 #DIV/0!
諸派 0 0 23 0.0% 23 0 0 #DIV/0!
無所属 1 0 0 100.0% 1 0 0 #DIV/0!
合計 113 3 270 29.3% 386 26 118 22.0%

政党別アンケート回答割合

当選者
回答率
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0.0%

0.0%

100.0%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

 



《回答》 （該当項目に○を付けてください）

1 　考える
2 　考えない
△ 　どちらでもない

拒否 　回答拒否
無回答 　無回答、または回答なし

1 2 △ 拒否 無回答 合計
民主党 13 2 15
自民党 2 1 3
公明党 3 1 4
共産党 2 2
国民新党 0 0
新党改革 0 0
社民党 0 0
たちあがれ日本 1 1
みんなの党 1 1
幸福実現党 0 0
諸派 0 0
無所属 0 0
合計 22 0 1 2 1 26

【貧困問題に関するアンケート】NO.１

Ⅰ）昨年、政府が初めて貧困率の調査発表を行いましたが、さらに詳細な調査を行い、貧困率の削減目標を立て
るべきだと考えますか？

政党別アンケート結果

0 2 4 6 8 10 12 14 16

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

人数

1

2

△

拒否

無回答

 
 
 
 



《回答》 （該当項目に○を付けてください）

1 全面的に廃止すべき
2 一定の専門業務に限定すべきである（製造は含めない）
3 一定の専門業務に限定すべきである（製造を含める）
4 現行の規制のままがいい
5 全面的に解禁すべきである
△ 　どちらでもない

拒否 　回答拒否
無回答 　無回答、または回答なし

1 2 3 4 5 △ 拒否 無回答 合計
民主党 2 9 2 2 15
自民党 2 1 3
公明党 2 1 1 4
共産党 2 2
国民新党 0
新党改革 0
社民党 0
たちあがれ日本 1 1
みんなの党 1 1
幸福実現党 0
諸派 0
無所属 0
合計 2 14 5 1 0 2 2 0 26

【貧困問題に関するアンケート】NO.２

Ⅱ）現行の労働者派遣法は、仕事をしたときだけ賃金を支払うという登録型派遣を認めています。登録型派遣に
ついてどうすべきだと考えますか？

政党別アンケート結果

0 2 4 6 8 10 12 14 16

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

人数

1

2

3

4

5

△

拒否

無回答

 

 
 
 



《回答》 （該当項目に○を付けてください）

1 　考える
2 　考えない
△ 　どちらでもない

拒否 　回答拒否
無回答 　無回答、または回答なし

1 2 △ 拒否 無回答 合計
民主党 9 3 1 2 15
自民党 1 1 1 3
公明党 2 2 4
共産党 2 2
国民新党 0
新党改革 0
社民党 0
たちあがれ日本 1 1
みんなの党 1 1
幸福実現党 0
諸派 0
無所属 0
合計 13 7 4 2 0 26

【貧困問題に関するアンケート】NO.３

Ⅲ）働く者の3分の1が非正規雇用で、その多くが期限付雇用とされています。ヨーロッパ諸国のように「合理的理
由がない限り、労働契約に期限をつけることはできず、期限の定めのない契約となる」との規制を立法化すべきと
考えますか？

政党別アンケート結果

0 2 4 6 8 10 12 14 16

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

人数

1

2

△

拒否

無回答

 

 
 
 



《回答》 （該当項目に○を付けてください）

1 　考える
2 　考えない
△ 　どちらでもない

拒否 　回答拒否
無回答 　無回答、または回答なし

1 2 △ 拒否 無回答 合計
民主党 13 2 15
自民党 1 1 1 3
公明党 2 1 1 4
共産党 2 2
国民新党 0
新党改革 0
社民党 0
たちあがれ日本 1 1
みんなの党 1 1
幸福実現党 0
諸派 0
無所属 0
合計 20 2 2 2 0 26

Ⅳ）非正規労働者と正規労働者の賃金等の処遇格差が著しい状況にあります。ヨーロッパ諸国のように、法律で
「均等待遇」（同一価値労働同一賃金原則）を規定すべきであると考えますか？

【貧困問題に関するアンケート】NO.４

政党別アンケート結果

0 2 4 6 8 10 12 14 16

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

人数

1

2

△

拒否

無回答

 

 
 
 



《回答》 （該当項目に○を付けてください）

1 　考える
2 　考えない
△ 　どちらでもない

拒否 　回答拒否
無回答 　無回答、または回答なし

1 2 △ 拒否 無回答 合計
民主党 11 2 2 15
自民党 2 1 3
公明党 1 2 1 4
共産党 2 2
国民新党 0
新党改革 0
社民党 0
たちあがれ日本 1 1
みんなの党 1 1
幸福実現党 0
諸派 0
無所属 0
合計 18 2 4 2 0 26

【貧困問題に関するアンケート】NO.５

Ⅴ）今年から生活保護の母子加算が復活しましたが、同様の経緯で削減された老齢加算についても復活すべき
と考えますか？

政党別アンケート結果

0 2 4 6 8 10 12 14 16

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

人数

1

2

△

拒否

無回答

 

 
 
 



《回答》 （該当項目に○を付けてください）

1 　国庫負担割合を増やすべきである
2 　現状維持でよい
3 　国庫負担割合を減らすべきである
△ 　どちらでもない

拒否 　回答拒否
無回答 　無回答、または回答なし

1 2 3 △ 拒否 無回答 合計
民主党 5 7 1 2 15
自民党 2 1 3
公明党 4 4
共産党 2 2
国民新党 0
新党改革 0
社民党 0
たちあがれ日本 1 1
みんなの党 1 1
幸福実現党 0
諸派 0
無所属 0
合計 8 14 0 2 2 0 26

【貧困問題に関するアンケート】NO.６

Ⅵ）現在国4分の3、地方4分の1とされている生活保護費の国庫負担割合を増やすべきだと考えますか？

政党別アンケート結果

0 2 4 6 8 10 12 14 16

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

人数

1

2

3

△

拒否

無回答

 

 
 
 



《回答》 （該当項目に○を付けてください）

1 　考える
2 　考えない
△ 　どちらでもない

拒否 　回答拒否
無回答 　無回答、または回答なし

1 2 △ 拒否 無回答 合計
民主党 11 1 1 2 15
自民党 2 1 3
公明党 4 4
共産党 2 2
国民新党 0
新党改革 0
社民党 0
たちあがれ日本 1 1
みんなの党 1 1
幸福実現党 0
諸派 0
無所属 0
合計 21 1 2 2 0 26

【貧困問題に関するアンケート】NO.７

Ⅶ）生活保護ケースワーカーを増員するための予算措置を講じるべきだと考えますか？

政党別アンケート結果

0 2 4 6 8 10 12 14 16

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

人数

1

2

△

拒否

無回答

 

 
 
 



《回答》 （該当項目に○を付けてください）

1 　考える
2 　考えない
△ 　どちらでもない

拒否 　回答拒否
無回答 　無回答、または回答なし

1 2 △ 拒否 無回答 合計
民主党 9 2 2 2 15
自民党 2 1 3
公明党 4 4
共産党 2 2
国民新党 0
新党改革 0
社民党 0
たちあがれ日本 1 1
みんなの党 1 1
幸福実現党 0
諸派 0
無所属 0
合計 19 2 3 2 0 26

【貧困問題に関するアンケート】NO.８

Ⅷ）住宅政策を社会保障と位置づけ、公営住宅や家賃補助（住宅手当）等を充実させるべきだと考えますか？

政党別アンケート結果

0 2 4 6 8 10 12 14 16

民主党

自民党

公明党

共産党

国民新党

新党改革

社民党

たちあがれ日本

みんなの党

幸福実現党

諸派

無所属

人数

1

2

△

拒否

無回答

 

 
 
 



選挙区 政党 議員名 当選 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由 Ⅴ 回答Ⅴの理由 Ⅵ 回答Ⅵの理由 Ⅶ 回答Ⅶの理由 Ⅷ 回答Ⅷの理由
比例区 共産党 市田忠義 ○ 1 2 1 1 1 1 1 1

比例区 共産党 田村智子 ○ 1 2 1 1 1

福岡高裁の判決で
は、老齢加算の廃止
は「正当な理由がな
ければ、既に決定さ
れた保護を不利益に
変更されることがな
い」という保護法56条
に照らして違法だとし
ました。また、加算廃
止の厚労省の検討
は、裁量権の逸脱、
乱用に当たると指摘
しています。国はすみ
やかに従うべきです。

1

生活保護受給世帯
は、史上最高を更新
しています。自治体
が水際作戦などをと
らず、必要な人すべ
てに生活保護を支給
できるよう、財源確保
をするべきです。

1

ケースワーカーの増
員で、生活保護受給
者の相談にきめ細か
く対応することなどが
求められます。

1
若者対象の住宅支援
制度を創設すべきで
す。

比例区 共産党 大門実紀史 ○
埼玉 公明党 西田実仁 ○ 1 2 △ △ 1 2 1 1

大阪 公明党 石川博崇 ○ 1

公明党はマニフェスト
の中で、わが国の貧
困率の定期的な調査
を行い、それに基づ
いて貧困率の提言の
目標を定めることを
主張しています。

△

登録型派遣について
は、労使共にニーズ
がある働き方ではあ
りますが、正社員とし
て働きたくても派遣で
働いているような方
が正社員になれる支
援が急務と考えま
す。雇用の安定と労
働者の保護の観点か
らさらに検討を進めま
す。

△

生計の補助としての
働き方など多様な
ニーズが存在するた
め、正社員として働き
たくてもやむを得ず非
正規雇用となってい
る方の正規雇用を促
進する施策の充実が
急務と考えます。

1

同一労働同一賃金の
原則を盛り込むこと
は、格差是正の第一
歩と考えます。

△

生活保護世帯に限ら
ず、低賃金対策や税
制の中で低所得者の
あるべき支援につい
ての検討が必要と考
えます。

2

三位一体改革の際
も、公明党は国庫負
担割合の引き下げに
ストップをかけてきま
した。地方の声も踏ま
え、あるべき負担の
割合を検討します。

1

自立に向けた細やか
な支援の第一はｹｰｽ
ﾜｰｶｰと考えます。こ
れからも充実に取り
組みます。

1

公明党はマニフェスト
で、非正規労働者や
年金生活者などの住
宅困窮者に、低賃金
で提供する「セーフ
ティネット住宅」を100
万戸整備することを
訴えています。

比例区 公明党 秋野公造 ○ 1

継続的な調査が必要
で、一人親世帯のﾜｰ
ｷﾝｸﾞﾌﾟｱ率がOECD諸
国の中でも日本は高
いので、現状に即し
た対応策をとるべき
であると考えます。

2

あくまでも働く人と中
小企業を守る観点か
ら労働者派遣法につ
いては様々な角度か
ら検討を加え、改正
すべきでしょう。

2

ヨーロッパと日本では
雇用慣行にも違いが
ありますので、様々な
検討が必要ではない
かと考えます。

2

前回の民主党のマニ
フェストには既に「均
等待遇」実現を掲げ
てあり、与党民主党
がまずは責任を持っ
て実現すべきかと思
います。

2

総合的にいろいろな
視点から判断していく
べきであると思いま
す。

2 1
生活保護家庭に対す
る自立支援が必要で
あるとの認識から。

1

生活困窮者のための
セーフティネット住宅
の整備等は必要と考
えます。

比例区 公明党 浜田昌良 ○ 無回答 3 2

単なる規制強化が労
働者保護につながら
ず、むしろ雇用機会
の喪失となることに留
意すべきである。

1
均等待遇の下で、労
働者が選択できる形
が望ましい。

2
就労支援など、生活
保護全体の中で考え
ていくべき。

2
地方においても就労
支援などの労力を期
待すべきである。

1

個々の状況をよく踏
まえ、きめ細やかな
就労支援等を行うべ
きである。

1
住宅が生活の第一の
基盤であるから。

東京 公明党 竹谷とし子 ○
比例区 公明党 横山信一 ○
比例区 公明党 長沢広明 ○
比例区 公明党 谷合正明 ○
栃木 自民党 上野通子 ○ 1 3 2 2 1 2 1 1

長野 自民党 若林健太 ○ 1

国民としての基本的
人権は守られるべき
であり、誰もが幸福に
生きられる社会を目
指すべきである。

3
高度に専門的分野等
は、従来通りでも良い
と思います。

1
差別的な待遇は好ま
しくないと思います。

1
十分に検討すべきだ
と思います。

1
財源等を検討した上
で考慮すべき。

2
財源等を検討した上
で考慮すべき。

1
財源等を検討した上
で考慮すべき。

1
財源等を検討した上
で考慮すべき。

比例区 自民党 赤石清美 ○ △

調査も必要であると
考えますが、政策とし
て立案していくことが
重要ではないか。

△

自由な働き方を好む
人がいるのも事実で
す。なので、禁止する
ことには賛同しかね
ます。かといって、「収
入不安定」「能力向上
ができにくい」等の不
安材料が残るのも事
実です。正社員登用
の道の確立、教育訓
練等の措置を講じる
施策が必要と考えま
す。

△
まず労使の議論が必
要と考えます。

△
十分な検討がまずは
必要と思います。

△ 検討中です。 △
意見徴収の上、検討
の必要有りと考えま
す。

△
検討を重ねることが
まず必須と思いま
す。

△
これからも十分な検
討をしていくべきと考
えます。

北海道 自民党 長谷川岳 ○
青森 自民党 山崎　力 ○
宮城 自民党 熊谷　大 ○
秋田 自民党 石井浩郎 ○
山形 自民党 岸　宏一 ○
福島 自民党 岩城光英 ○
茨城 自民党 岡田　広 ○
群馬 自民党 中曽根弘文 ○
埼玉 自民党 関口昌一 ○
東京 自民党 中川雅治 ○
千葉 自民党 猪口邦子 ○
神奈川 自民党 小泉昭男 ○
新潟 自民党 中原八一 ○
富山 自民党 野上浩太郎 ○
石川 自民党 岡田直樹 ○
福井 自民党 山崎正昭 ○
岐阜 自民党 渡辺猛之 ○
静岡 自民党 岩井茂樹 ○
愛知 自民党 藤川政人 ○
京都 自民党 二之湯　智 ○
大阪 自民党 北川一成 ○
兵庫 自民党 末松信介 ○
和歌山 自民党 鶴保庸介 ○
鳥取 自民党 浜田和幸 ○
島根 自民党 青木一彦 ○
広島 自民党 宮沢洋一 ○
山口 自民党 岸　信夫 ○
徳島 自民党 中西祐介 ○
香川 自民党 磯崎仁彦 ○
愛媛 自民党 山本順三 ○
福岡 自民党 大家敏志 ○
佐賀 自民党 福岡資麿 ○
長崎 自民党 金子原二郎 ○
熊本 自民党 松村祥史 ○
宮崎 自民党 松下新平 ○
鹿児島 自民党 野村哲郎 ○
沖縄 自民党 島尻安伊子 ○
比例区 自民党 宇都隆史 ○
比例区 自民党 片山さつき ○
比例区 自民党 小坂憲次 ○
比例区 自民党 佐藤ゆかり ○
比例区 自民党 高階恵美子 ○
比例区 自民党 中村博彦 ○
比例区 自民党 藤井基之 ○
比例区 自民党 水落敏栄 ○
比例区 自民党 三原じゅん子 ○
比例区 自民党 山谷えり子 ○
比例区 自民党 脇　雅史 ○
比例区 社民党 福島瑞穂 ○
比例区 社民党 吉田忠智 ○
比例区 新党改革 荒井広幸 ○

比例区 たちあがれ日本 片山虎之助 ○ 1
目に見える目標は実
行性につながるか
ら。

4

・すぐに全面的廃止
は難しいと思うが、不
安定な雇用をなくす
ために検討が必要。
・もう少し様子をみる
ほうがよい。

2

・直ちには問題が多
いのではないか。
・すぐに立法化するこ
とは難しいと思うが、
不安定な雇用をなく
すための検討は急
務。

1
原則的には同一であ
るべきと考える。

1
復活を検討してもよ
いと思う。

2 1
増員の必要性を感じ
るから。

1
社会保障の大切な問
題と考えるから。

貧困問題に関するアンケート

 

 
 
 



北海道 民主党 徳永エリ ○ 1

ただし、目標を立てる
ことにより、目標到達
ばかりが優先され、
本質的な対策や改善
が進まないという状
況にならないよう十分
注意すべきと考えま
す。

2

正規雇用よりも派遣
を望む方が少なから
ずいる以上、全面的
に廃止すべきではな
いのかもしれません。
また、事業によっては
派遣が廃止された場
合、雇用自体を選択
せず、設備投資に重
点を置き、結局求人
自体が減少する可能
性もあり得ます。製造
業については、現状
において不法・不適
切な対応をしたことが
問題となった以上、派
遣の禁止はやむを得
ないものと考えます。

1

さらには、合理的理
由を具体的に政令・
省令等で列挙するこ
とが必要といえます。
合理的理由の有無の
解釈により、法の抜
け道になる恐れがあ
ります。

1

企業の非正規労働者
を雇用することによる
利益追求は許されま
せん。非正規の労働
は、子育てや介護、
夢の実現などの理由
により、やむなく正規
労働者と同一の条件
で就業できない人の
ために存在するもの
であり、企業の利益
拡大の為の制度とし
てはいけないと思い
ます。

1

母子加算のほうが、
前提として、老齢加算
も当然復活すべきだ
と考えます。

△

未回答。ﾅｼｮﾅﾙﾐﾆﾏﾑ
として生活保護制度
を最後の砦としつつ
も、貧困対策の基本
は、雇用対策で行うこ
とが最も望ましいと考
えます。現在の厳し
い経済情勢では、当
面は保護費に頼らざ
るを得ない人がいる
ことは事実ですが、給
付のみに傾注した制
度では、逆差別やそ
こまでいかなくともそ
うした感情を誘発しま
す。さらには、就労対
策には、地域主権の
考えで、地方裁量が
あっても良いと思わ
れます。よって、そう
した総合的な貧困対
策あり方を議論する
中で、としての給付に
対する税の配分につ
いて考えるべきです。

△

未回答。Ⅵの質問同
様、総合的な貧困対
策の議論の中で検討
すべき課題です。しか
し当面の措置として、
現制度の枠組みを残
す過渡期において
は、増員もさることな
がら、ｹｰｽﾜｰｶｰの、
コミュニケーションや
法律のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟの
為、予算を割くべきと
思います。知識を
持った上で、親身で
かつ適切な対応をす
ることにより自立する
者が増加すると思わ
れますし、不正受給
の減少にも繋がりま
す。

1

単に公営住宅を増加
することではなく、家
賃負担として対応す
べきです。空室の家
賃分布を地域ごとに
定期的に調査し、柔
軟な対応をすべきと
思います。既に雇用
対策では、雇用促進
住宅が、事業仕訳で
独立行政法人の廃止
が決まっており、（た
だし現在住んでいる
方々のケアをきちん
と行うことを求めてい
く必要がある）代替策
として給付型の住宅
手当を支給する方向
と伺っています。

埼玉 民主党 大野元裕 ○ 1

最新の相対的貧困率
は全体で15．7％、子
どもで14．2％となっ
ている。OECD加盟30
カ国を2004年調査で
比較すると、日本は
全体で27位、子ども
で19位という状況で
ある。貧困は、幸福な
家庭生活を脅かすば
かりでなく、子どもの
教育、若年層の結
婚・出産など、将来の
生活設計に大きな影
響がある。この観点
から、貧困問題は社
会保障の課題として
ではなく、将来にわた
る日本の活力の維
持・拡充のためにも
避けて通れない課題
である。

2

自民党政権下で雇用
の弾力化がすすみ、
非正規労働者が増加
してきた。派遣労働
者は、正規雇用労働
者と同様の労働をし
ているにも関わらず、
正規労働者に比べ低
賃金で、不安定な地
位に置かれている。
派遣労働者の生活安
定をはかるため、雇
用の観点からの問題
が少ない専門業務を
除き、登録型派遣を
制限すべきである。
問題が多く発生して
きた製造業への派遣
についても極力制限
すべきである。

2

労働者の約3分の1が
非正規労働者となっ
ている。こうした非正
規労働者の生活の安
定をはかるために、
期間の定めのない雇
用を基本原則として
考えていくべきである
が、一律に規制する
ことによる雇用者へ
の影響も含めて検討
する必要がある。

1

労働基準法は、学
歴、勤続年数などを
理由とした一定の賃
金の差は認めている
と考えられるが、雇用
形態を理由とした著し
い賃金の差異は許さ
れるべきではない。
異なる雇用実態で
あっても就労の実態
に応じて均衡を考慮
するべきである。

1

老齢加算は、小泉政
権のもとで廃止が決
まったが、その決定
の是非や決定過程な
どについての批判も
多く、改めて検討する
必要がある。

2
財源の議論抜きに判
断できない。

1

生活保護受給者数、
生活保護世帯数は、
1995年度から上昇を
続けており、ｹｰｽﾜｰ
ｶｰの仕事は増え続け
ている。生活保護制
度においては、生活
困窮者に保護を与え
るだけでなく、生活保
護受給者が就労し、
自立できるように支
援することが重要で
ある。受給者に対して
十分な支援をするた
めにもｹｰｽﾜｰｶｰの
増員が必要である。

2

非正規労働者の中に
は、住宅を持てない
方も少なくない。就職
活動をするにみ住所
を定めることは必要
であり、就業支援の
一環として住宅の問
題を考えることは必
要だが、社会保障の
充実と公的住宅や家
賃補助の充実等の住
宅施策は、異なる政
策分野として考えて
いくべきと考える。

東京 民主党 小川敏夫 ○ 1 2 1 1 1 2 1 △

新潟 民主党 田中直紀 ○ 1
格差社会の是正が必
要。

3 1 1 1 2 1 △ わからない。

長野 民主党 北沢俊美 ○ 1 3 △

雇用の原則は無期雇
用、直接雇用である
べきだが、立法化に
あたっては雇用の現
場の実態を調査し、
労使の議論を尊重す
べきと考えます。

1

均等待遇の概念を社
会的に統一、共通の
ももとしながら、まず
は同じ職場で同じ仕
事をしている人の待
遇を均等に均衡にし
て仕事と生活の調和
をすすめます。

△

現在老齢加算の復活
を求め、全国各地で
訴訟が係争中と承知
しています。ナショナ
ルミニマムがどうある
べきかという議論の
中で考えるべきであ
る。

2 1 1

岐阜 民主党 小見山幸治 ○ 1 2 1 1 △
年金給付世帯とのバ
ランスを考えながら検
討すべき。

2 1 1

愛知 民主党 斉藤嘉隆 ○ 1 1 1 1 1 2 1 1

三重 民主党 芝　博一 ○ 1 2
平成22年通常国会提
出の労働者派遣法改
正案に順ずる

2

現時点では様々な状
況を考慮し、努力義
務化がよいのではな
いか。

1 1 1 1 1

充実させるべきと考
えるが、危機的状況
にある財政では財源
捻出が困難と考えら
れる。まず、税金の無
駄遣いを徹底的にな
くすことが必要。

大阪 民主党 尾立源幸 ○ 1 2 1 1 1 1 1 1

奈良 民主党 前川清成 ○ 1 2 2 1 1 2 2
財源をどうするのか
検討する必要があ
る。

2
財源をどうするのか
検討する必要があ
る。

福岡 民主党 大久保　勉 ○ 1

どのような仕事であっ
ても、現状把握と目
標設定は基本中の基
本です。

2
人間はモノではありま
せん。

1
人生設計の見通しが
たたないような働き方
は認められません。

1
働き方ではなく、働い
た内容で処遇が決ま
るべきです。

1
地元の福岡高裁の判
決は、無視できるもの
ではありません。

1

生活保護は憲法に由
来する国の責務で
す。自治体の財政状
況で左右されてはな
りません。

1
キメ細やかな行政を
行うためには、人手
が必要です。

1

先進国の中で日本が
もっとも見劣りするの
が住宅政策です。充
実させるのは当然で
す。

比例区 民主党 有田芳生 ○ 1 2 1 1 1 1 1 1

比例区 民主党 江崎　孝 ○ 1 1 1 1 1 1 1 1

広島 民主党 柳田　稔 ○ 拒否 拒否 拒否 拒否 拒否 拒否 拒否 拒否

大分 民主党 足立信也 ○ 拒否 拒否 拒否 拒否 拒否 拒否 拒否 拒否

岩手 民主党 主浜　了 ○
宮城 民主党 桜井　充 ○
福島 民主党 増子輝彦 ○
茨城 民主党 郡司　彰 ○
東京 民主党 蓮　舫 ○
千葉 民主党 小西洋之 ○
神奈川 民主党 金子洋一 ○
山梨 民主党 輿石　東 ○
静岡 民主党 藤本祐司 ○
愛知 民主党 安井美沙子 ○
滋賀 民主党 林　久美子 ○
京都 民主党 福山哲郎 ○
兵庫 民主党 水岡俊一 ○
岡山 民主党 江田五月 ○
高知 民主党 広田　一 ○
比例区 民主党 石橋通宏 ○
比例区 民主党 加藤敏幸 ○
比例区 民主党 小林正夫 ○
比例区 民主党 田城　郁 ○
比例区 民主党 谷　亮子 ○
比例区 民主党 津田弥太郎 ○
比例区 民主党 直嶋正行 ○
比例区 民主党 那谷屋正義 ○
比例区 民主党 難波奨二 ○
比例区 民主党 西村正美 ○
比例区 民主党 白　真勲 ○
比例区 民主党 藤末健三 ○
比例区 民主党 前田武志 ○
比例区 民主党 柳沢光美 ○

比例区 みんなの党 小野次郎 ○ 1 2 1 1 1 1 1 1

東京 みんなの党 松田公太 ○

千葉 みんなの党 水野賢一 ○

神奈川 みんなの党 中西健治 ○

比例区 みんなの党 柴田　巧 ○

比例区 みんなの党 寺田典城 ○

比例区 みんなの党 江口克彦 ○
比例区 みんなの党 上野ひろし ○

 


